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条例改正の概要

(1)改正理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の改正により、

平成 30年4月1日から新たに共生型サービスが創設され、国の指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等が改正されたことに伴い、

市の共生型障害福祉サービスに関する基準を整備する必要があるため。

(2)改正する条例及び改正の概要

改正する条例

長崎市指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例

(3)施行日公布の日

※共生型サービスの基準については、「地域包括ケアシステムの強化のための

介護保険法等の一部を改正する法律」で、経過措置として平成30年4月1日

から起算して1年を超えない期間において条例が制定施行されるまでの間

は、厚生労働省令で定める基準をもって、市の条例で定められた基準とみな

すことが定められている。

改正の概要

共生型居宅介護、共生型重度訪問介護、共生

型生活介護、共生型短期入所、共生型自立訓

練(機能訓練・生活訓練)の基準を追加する

もの。



2 主な改正内容

(1)共生型サービスの概要

高齢者と障害児・者が同一の事業所でサービスを受けやすくするために創設さ

れ、介護保険サービス事業所が障害福祉サービス等の指定を受けやすくなり、ま

た、障害福祉サービス事業所等も介護保険サービスの指定を受けやすくするもの。
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(2)共生型サービス導入の効果

ア事業者側の利点

(ア)障害福祉サービス等、介護保険サービスそれぞれの事業所がお互いの指定

を受けやすくなり、また、福祉に携わる人材に限りがある中で、社会資源に乏

しい、中山間地域などにおいても、地域の実情に合わせて、人材を有効活用

し、サービスの提供を行うことができる。

利用者側の利点

ア)通常、障害福祉サービスを受けている障害者は、価歳になると介護保険サ

ービスに切り替えなくてはならないが、共生型サービスの創設により、障害

者が価歳になっても、通い慣れた事業所においてサービスを継続して利用し

やすくなる。

)社会資源に乏しい、中山間地域などに住んでいる障害児・者も身近な事業所

でサービスの提供を受けやすくなる。

(3)改正内容

サービスの名称

・共生型居宅介護

・共生型重度訪問介護

・共生型生活介護

・共生型自立訓練(機能訓練)

・共生型自立訓練(生活訓練)

改正内容

介護保険制度における訪問介護、小規模多機能型

居宅介護の指定を受けた事業所が、共生型居宅介

護、共生型重度訪問介護の指定を受けやすくする

よう基準を設ける。

・介護保険制度における通所介護、地域密着型通

所介護、小規模多機能型居宅介護の指定を受けた

事業所が、共生型生活介護、共生型自立訓練の指

定を受けやすくするよう基準を設ける。

・児童福祉法における児童発達支援、放課後等デ

イサービスの指定を受けた事業所が、共生型生活

介護の指定を受けやすくするよう基準を設ける。

介護保険制度における短期入所生活介護、小規模

多機能型居宅介護の指定を受けた事業所が、共生

型短期入所の指定を受けやすくするよう基準を

設ける。

・共生型短期入所



(4)基準の制定方針

共生型サービス創設の趣旨を踏まえ、介護保険サービス事業所等が共生型障害

福祉サービスへの参入を促進するという観点から、事業所が指定を受けやすくす

るため、介護保険サービス等の指定を受けた事業所であれぱ共生型障害福祉サー

ビスの指定を基本的に受けられるものとして人員、設備及び運営に関する基準を

設定する。

なお、国の基準において、介護保険サービス事業所等が障害福祉サービス事業

所の指定を受けやすくするため、人員及び設備に関する基準にっいては、障害福

祉サービスの基準は適用せず、介護保険サービス等の基準を満たしていれぱよい

ものとされているが、運営に関する基準のうち、地域の実情を踏まえ参酌すべき

基準となっているものについては、さらに、指定を受けやすくするように、次の方

針に基づき基準を定めるものとする。

ア参酌すべき基準について

基準の区分

(ア)障害福祉サービスの制度上、

必要な手続き等に関する基準

(イ)上記(ア)以外で介護保険サ

ービス等にはなく障害福祉サ

ービスのみにある基準

(ウ)上記(ア)以外で介護保険サー

ビス等より障害福祉サービス

の方が厳しい基準

(エ)上記(ア)以外で障害福祉サー

ビスより介護保険サービス等

の方が厳しい基準

(オ)介護保険サービス等及び障害

福祉サービスで同じ内容の基

準

制定の方針

国の基準のとおり障害福祉サービスの基

準を設ける。

障害福祉サービスの基準を設けることに

より事業所の負担が増えるため、基準は

設けない。

障害福祉サービスの基準を設けることに

より事業所の負担が増えるため、介護保

険サービス等と同様の基準を設ける。

障害福祉サービスの基準を設けても、事

業所の負担は増えないため、障害福祉サ

ービスの基準を設ける。

障害福祉サービスの基準を設けても事業

所の負担は増えないため、国の基準のと

おり障害福祉サービスの基準を設ける。

イ本市の独自基準

長崎市暴力団排除条例に基づき、暴力団を利することとならないよう、役員

及び管理者が暴力団関係者である場合を欠格要件としているため、共生型の障

害福祉サービスについても既存の障害福祉サービスと同様の基準を設ける。



(5)参酌すべき基準の主なもの

ア障害福祉サービスと介護保険サービスの基準

基準の
区分

障害福祉サービスの基準

【長崎市指定障害福祉サービ
スの事業等の人員、設備及び
運営に関する基準等を定める
条伊n

(受給資格の確認)

第15条指定居宅介護事業

者は、指定居宅介護の提供を

求められた場合は、その者の
提示する受給者証によつて、

支給決定の有無、支給決定の

有効期間、支給量等を確かめ

るものとする。

(ア)

介護保険サービスの基準

【長崎市指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及ぴ運営に関する
基準等を定める条伊n

(受給資格等の確認)
第12条指定訪問介護事業者
は、指定訪問介護の提供を求めら
れた場合は、その者の提示する被
保険者証によつて、被保険者資
格、要介護認定の有無及び要介護
認定の有効期間を確かめるものと
する。

2 指定訪問介護事業者は、前項
の被保険者証に法第乃条第2項
に規定する認定審査会意見が記載
されているときは、当該認定審査
会意見に配慮して、指定訪問介護
を提供するように努めなけれぱな

らない。

(連絡調整に対する協力)

第13条指定居宅介護事業

者は、指定居宅介護の利用に
ついて市町村又は一般相談支

援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者が行う連絡調整

に、できる限り協力しなけれ

ぱならない。

(情報の提供等)

第38条指定居宅介ξ事業

は、指定居宅介二を利用し
ようとする者が、適切かつ円

共生型
サービス

の基準

障害福祉
サービス

の基準を
設ける。

滑に利用することができるよ

うに、当該指定宅介き事業

者が実施する事業の内容に関

する情報の提供を行うよう努

めなけれぱならない。

2 指定居宅介護事業者は、

当該指定居宅介護事業者につ

いて広告をする場合は、その
内容を虚偽又は誇大なものと

してはならない。

基準なし

(広告)

第36条指定訪問介護事業者

は、指定訪問介護事業所に係る広

告をする場合は、その内容を虚偽
又は誇大なものとしてはならな

い。

基準を設
けない。

介護保険
サービス

と同様の

基準を設
ける。



基準の
区分

障害福祉サービスの基準

【長崎市指定障害福祉サービ
スの事業等の人員、設備及び
運営に関する基準等を定める
条伺n

(地域との連携等)

第76条指定療養介護事業

者は、その事業の運営に当た
つては、地域住民又はその自

発的な活動等との連携及び協

力を行う等地域との交流に努
めなけれぱならない。

介護保険サービスの基準

【長崎市指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及ぴ運営に関する
基準等を定める条例】

(地域との連携等)

第39条指定訪問介護事業者
は、その事業の運営に当たつて

は、地域住民又はその自発的な活

動等との連携及び協力を行う等地

域との交流を図るよう努めなけれ
ぱならない。

2 指定訪問介護事業者は、その

事業の運営に当たつては、その提

供した指定訪問介護に関する利用

者からの苦情に関して、介護相談

員派遣事業その他の本市等が実施
する事業に協力するよう努めなけ
れぱならない。

(サービス提供困難時の対

応)

第14条指定居宅介護事業
者は、指定居宅介護事業所の
通常の事業の実施地域(当該

事業所が通常時にサービスを
提供する地域をいう。以下同

じ。)等を勘案し、利用申込

者に対し自ら適切な指定居宅

介護を提供することが困難で
あると認めた場合は、適当な

他の指定居宅介護事業者等の

紹介その他の必要な措置を速
やかに講じなけれぱならな

い。

共生型

サービス
の基準

障害福祉
サービス
の基準を
設ける。

(サービス提供困難時の対応)

指定訪問介護事業者第 11

は、当該指定訪問介護事業所の通

常の事業の実施地域(当該事業所

が通常時に当該サービスを提供す

る地域をいう。以下同じ。)等を

勘案し、利用申込者に対し自ら適
切な指定訪問介護を提供すること

が困難であると認めた場合は、当

該利用申込者に係る居宅介護支援

事業者 G去第8条第24項に規定
する居宅介護支援事業を行う者を

いう。以下同じ。)への連絡、'
当な他の指定訪問介護事業者等の

紹介その他の必要な措置を速やか
に講じなけれぱならない。

障害福祉
サービス

の基準を
設ける。



イ障害福祉サービスと障害児サービスの基準

基準の
区分

障害福祉サービスの基準

【長崎市指定障害福祉サービ
スの事業等の人員、設備及ぴ
運営に関する基準等を定める
条伊n

(地域との連携等)

第76条指定療養介護事業者

は、その事業の運営に当たつ

ては、地域住民又はその自発

的な活動等との連携及び協力

を行う等地域との交流に努め
なけれぱならない。

(エ)

障害児サービスの基準

【長崎県指定通所支援の事業等
の人員、設備及び運営の基準に
関する条伊」】

(地域との連携等)

第52条指定児童発達支援事
業者は、その運営に当たって

は、地域住民又はその自発的な

活動等との連携及び協力を行う

等の地域との交流に努めなけれ

ぱならない。

2 指定児童発達支援事業者

(児童発達支援センターである

児童発達支援事業所において、

指定児童発達支援の事業を行う
ものに限る。)は、通常の事業

の実施地域の障害児の福祉に関

し、障害児若しくはその家庭又
は当該障害児が通い、在学し、

若しくは在籍する保育所、学校
教育法に規定する幼稚園、小学

校(義務教育学校の前期課程を
含む。)若しくは特別支援学校

若しくは就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律(平成18

年法律第刀号)第2条第6項
に規定する認定こども園その他

児童が集団生活を営む施設から

の相談に応じ、助言その他の必

要な援助を行うよう努めなけれ

ぱならない。

共生型
サービス

の基準

障害福祉
サービス

の基準を
設ける。

(緊急時等の対応)

第29条従業者は、現に指定

居宅介護の提供を行つている

ときに利用者に病状の急変が

生じた場合その他必要な場合
は、速やかに医療機関への連

絡を行う等必要な措置を講じ

なけれぱならない。

(緊急時等の対応)

第35条指定児童発達支援事

業所の従業者は、現に指定児童
発達支援の提供を行っていると

きに障害児に病状の急変が生じ

た場合その他必要な場合は、速

やかに医療機関への連絡を行う

等の必要な措置を講じなけれぱ
ならない。

障害福祉
サービス

の基準を

設ける。



3 新旧対照表

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

(平成25年長崎市条例第4号)

条例(改正案)条例(現行)

目次

第1章総則(第1条一第4条)

第2章居宅介護、重度訪問介護、同行援.

及び行動援,

第1節~第4節(略)(第5条一第44条)

第5節

第3章(略)(第50条一第78条)

第4章生活介護

第1節~第4節(略)(第79条一第95条)

基準該当障害冒サービスに関

する基準(第45条一第49条)

目次

第1章総則(第1条一第4条)

第2章居宅介護、重度訪問介護、同行援そ

及び行動援,

第1節~第4節(略)(第5条一第44条)

第5節共生型障害福祉サービス仁閏す

る基準(第44 の2一第44条の

4)

第6節基準該当害福祉サービスに関

する基準(第45条一第49条)

する基;(第111条・第112条)

第6章・第7章(略)(第113条一第123条)

第8章自立訓練(機能訓練)

第 1節~第4節(略)(第142条一第149条)

第5節共生型障害福祉サービスに関す

第5節基;二当障害福祉サービスに関

する基準( 96条一第98条)

第5章短期入所

第 1節~第4節(略)(第99条一第110条)

4)

基準該当障害福祉サーピスに関

第3章(略)(第50条一第78条)

第4章生活介護

第1節~第4節(略)(第79条一第95条)

第5節共生型障害福祉サービスに関す

第5節基準該当障害福サービスに

する基準( 111条・第112条)

第6章・第7章(略)(第113条一第123条)

第8章自立訓練(機能訓練)

第 1節~第4節(略)(第142条一第149条)

8

第6節

る基S (第95条の2一第95 の

5)

基準該当障害福祉サーピスに関

する基準( 96条一第98条)

第5章短期入所

第1節~第4節(略)(第99条一第Π0条)

第5節共生型障害福サービスに関す

る基準(第110条の2一第110条の

第6節



条例(現行)

第5節基準該当障害福祉サービスに関

第9章自立訓練(生活訓練)

第 1節~第4節(略)(第152条一第159条)

する基準(第150条一第151条)

第5節基準該当障害福祉サービスに関

する基準(第160条一第161条)

第10章~第18章(略)

第19章雑則(第211条)

附則

条例(改正案)

る基準(第149条の2一第149条の

4)

基準該当障害福祉サービスに関

する基準(第150条一第151条)

第6節

第9章自立訓練(生活訓練)

第 1節~第4節(略)(第152条一第159条)

第5節共生型障害福祉サービスに関す

第1章総則

(趣旨)

第1条この条例は、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律

(平成17年法律第123号。以下「法」とい

う。)第30条第1項第2号イ、第36条第3

項第1号並びに第43条第1項及び第2項

の規定に基づき、本市における指定障害福

祉サービス事業者の指定に係る申請者の

要件並びに人員、設備及び運営に関する基

準を定めるものとする。

る基準(第巧9 の2一第159条の

4)

第6節基準該当障害福祉サービスに関

する基準(第160条一第161条)

第10章~第18章(略)

第19章雑則(第211条)

附則

(定義)

第2条この条例における用語の意義は、次

項に定めるもののほか、法の定めるところ

による。

2 この条例において、次の各号に掲げる用

第1章総則

(趣旨)

第1条この条例は、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律

(平成17年法律第123号。以下「法」とい

う。)第30条第1項第2号イ、第36条第3

項第1号、第41条の2第1項第1号及び第

2号並びに第43条第1項及び第2項の規

定に基づき、本市における指定障害福祉サ

ービス事業者の指定に係る申請者の要件

並びに人員、設備及び運営に関する基準を

定めるものとする。

(定義)

第2条この条例における用語の意義は、次

項に定めるもののほか、法の定めるところ

による。

2 この条例において、次の各号に掲げる用



条例(現行)

語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

①~a4)(略)

(新設)

(15)常勤換算方法事業所の従業者の勤
'

務延時間数を当該事業所において常勤の

従業者が勤務すべき時間数で除すること

により、当該事業所の従業者の員数を常勤

の従業者の員数に換算する方法をいう。

16)多機能型第79条に規定する指定生

活介護の事業、第142条に規定する指定自

立訓練(機能訓練)の事業、第巧2条に規

定する指定自立訓練(生活訓練)の事業、

第162条に規定する指定就労移行支援の事

業、第173条に規定する指定就労継続支援

A型の事業及び第186条に規定する指定就

労継続支援B型の事業並びに長崎県指定

通所支援の事業等の人員、設備及び運営の

基準に関する条伊K平成24年長崎県条例第

68号。以下「県指定通所支援基準条伊1」と

いう。)第5条に規定する指定児童発達支

援の事業、県指定通所支援基準条例第63条

に規定する指定医療型児童発達支援の事

業、県指定通所支援基準条例第73条に規定

する指定放課後等デイサービスの事業、県

指定通所支援基準条例第82条の2に規定

する指定居宅訪問型児童発達支援の事業

及び県指定通所支援基準条例第83条に規

定する指定保育所等訪問支援の事業のう

条例(改正案)

語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

①~a4)(略)

a5)共生型障害福祉サービス法第U条

の2第1項の申請に係る法 29条第1項

の指定受けた者による指定障害福祉サ

ービスをいう。

a6)常勤換算方法事業所の従業者の勤務

延時間数を当該事業所において常勤の従

業者が勤務すべき時間数で除することに

より、当該事業所の従業者の員数を常勤の

従業者の員数に換算する方法をいう。

刀多機能型第79条に規定する指定生活

介護の事業、第142条に規定する指定自立

訓練(機能訓練)の事業、第152条に規定

する指定自立訓練(生活訓練)の事業、第

162条に規定する指定就労移行支援の事

業、第173条に規定する指定就労継続支援

A型の事業及び第186条に規定する指定就

労継続支援B型の事業並びに長崎県指定

通所支援の事業等の人員、設備及び運営の

基準に関する条例(平成24年長崎県条例第

能号。以下「県指定通所支援基準条伊1」と

いう。)第5条に規定する指定児童発達支

援の事業、県指定通所支援基準条例第船条

に規定する指定医療型児童発達支援の事

業、県指定通所支援基準条例第73条に規定

する指定放課後等デイサービスの事業、県

指定通所支援基準条例第82条の2に規定

する指定居宅訪問型児童発達支援の事業

及び県指定通所支援基準条例第83条に規

定する指定保育所等訪問支援の事業のう



条例(現行)

ち2以上の事業を一体的に行う二と(県指

定通所支援基準条例に規定する事業のみ

を行う場合を除く。)をいう。

第3条(略)

第4条(略)

第2章居宅介:、重度訪問介そ、同行援き

及び行動援そ

第1節基本方針

第5条(略)

第2節人員に関する基準

(従業者の員数)

第6条指定居宅介その事業を行う者(以下

この章、第201条の12並びに第201条の20第

2項及び第4項において「指定居宅介.事

業者」という。)が当該事業を行う事業所

(以下この章において「指定居宅介護事業

所」という。)ごとに置くべき従業者(指

定居宅介その提供に当たる者として厚生

労働大臣が定めるものをいう。以下この条

及び第4節において同じ。)の員数は、常

勤換方法で、 2.5以上とする。

2 ・ 3 (略)

第7条~第9条(略)

条例(改正案)

ち2以上の事業を一体的に行うこと(県指

定通所支援基準条例に規定する事業のみ

を行う場合を除く。)をいう。

第3条(略)

第4条(略)

第2章居宅介護、重度訪問介護、同行援そ

及び行動援護

第1節基本方針

第5条(略)

第2節人員に関する基準

(従業者の員数)

第6条指定居宅介護の事業を行う者(以下

この章、第201条の12並ぴに第201条の20第

2項及び第4項において「指定居宅介そ事

業者」という。)が当該事業を行う事業所

(以下この章において「指定居宅介護事業

所」という。)ごとに置くべき従業者(指

定居宅介.の提供に当たる者として厚生

労働大臣が定めるものをいう。以下この条

及び第4節において伺じ。)の員数は、常

勤換算方法で、 2.5以上とする。

2 ・ 3 (略)

第7条~第9条(略)

第4節運営に関する基準

第10条~第44条(略)

(新設)

第4節運営に関する基準

第10条~第44条(略)

第5節

基準

共生型障害福祉サービスに関する



(新設)

条例(現行) 条例(改正案)

(共生型居宅,の事業を行う指定訪問介

者の基準)三

第44条の2 居宅介・に係る共生型障害福

祉サーピス(以下「共生型居宅介.とい

う。)の事業一う指定訪問介そ事業者(長

崎市ヒ定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準等定める条例

(平成25年長崎市条例第10号。以下「ヒ定

居宅サービス等基準条例という。)第6

条 1項に規定する指定訪問介護業者

をいう。以下同じ。)が当該事業に関して

満たすべき基準は、次のとおりとする。

①指定訪問介:事業所(ヒ定居宅サービ

ス等基準条例 6条第1項に規定する指

定訪問そ事業所をいう。以下同じ。)

の従業者の員数が、当該指定訪司介護事

業所が提供する指定訪問を(指定居宅

サービス等基準条例第5条に定する指

定訪問介.をいう以下同じ。)の利用

者の数ヒ定訪問介その利用者の数及び

共生型居宅介、の利用者の数の合計数で

あるとした場合における当該指定訪問

事業所として必要とされる以上であ

ること。

(共生型重二問介・の事業一う指定訪

問,事業者の基3)

第44条の3 重度訪問介そにる共生型障

②共生型宅介:の利用者に対して適

切なサービス提供するため、ヒ定居宅

介"事所その他の施設から必要な

技術的支援けていること



条例(現行) 条例

害福祉サービス

介護という)の事業行う指定訪問

介.事業者が当該業に関して満たすべ

き基準は、次のとおりとする。

(1)指定訪問介護事業所の従業の員数

が、当該指定訪問介そ事業所が提供する

指定訪問きの利用の数を指定訪問介

の利用者の数及び共生型重度訪間護胃

の利用者の数の合計数であるとした場合

(改正案)

(以下「共生型重度訪問

(新設)

(略)

における当該指定訪問介を 所として

必要とされる数以上であること。

②共生型重度訪問介護の利用者に対し

て適切なサービスを提供するため、指定

第5節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

重度訪問介護事業所その他の関係施設か

ら必要な技術的支援を受けていること。

第45条~第48条

(準用)

第44条の4 第5条(第3項及ぴ第4項を

(準用)

第49条第5条第1項及び前節(第22条第1

項、第23条、第24条第 1項、第28条、第33

除く。)、第6条第2項及ぴ第3項、第

7条並びに前節(第13条、第38条第1項及

び第44条を除く。)の規定は、共生型居

(略)

宅介,及び共生型重度訪問介その

ついて準用する。

第6節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

第5条第1項及び第4節(第22条第

第23条、第24条第1項、第28条、第

第45条~第48条

(準用)

第49条

1 項、

業に



条例(現行)

条及び第"条を除く。)の規定は、基準該

当居宅介護の事業について準用する。この

場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第49条第1項において準用す

る第32条」と、第21条第2項中「次条第1

項から第3項まで」とあるのは「第49条第

1項において準用する次条第2項及ぴ第

3項」と、第24条第2項中「第22条第2項」

とあるのは「第49条第1項において準用す

る第22条第2項」と、第26条第 1号中「次

条第リ動とあるのは「第49条第1項にお

いて準用する次条第1項」と、第27条第1

項中「第6条第2項」とあるのは「第45条

第3項」と、第31条第3項中「第27条」と

あるのは「第49条第1項において準用する

第27条」と、第32条中「第36条」とあるの

は「第49条第1項において準用する第36

条」とする。

第5条第2項から第4項まで並びに前

範(第22条第 1項、第23条、第24条第 1項、

第28条、第33条及び第44条を除く。)並び

に第45条から前条までの規定は、重度訪問

介護、同行援護及ぴ行動援護に係る基準該

当障害福祉サービスの事業について準用

する。この場合において、第10条第1項中

「第32条」とあるのは「第49条第2項にお

いて準用する第32条」と、第21条第2項中

「次条第1項から第3項まで」とあるのは

「第49条第2項において準用する次条第

2項及び第3項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第49条第2項に

おいて準用する第22条第2項」と、第26条

条例(改正案)

33条及び第"条を除く。)の規定は、基準

該当居宅介護の事業について準用する。こ

の場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第49条第1項において準用す

る第32条」と、第21条第2項中「次条第 1

項から第3項まで」とあるのは「第49条第

1項において準用する次条第2項及ぴ第

3項」と、第24条第2項中「第22条第2項」

とあるのは「第49条第1項において準用す

る第22条第2項」と、第26条第1号中「次

条第1項」とあるのは「第49条第1項にお

いて準用する次条第1項」と、第27条第1

項中「第6条第2項」とあるのは「第45条

第3項」と、第31条第3項中「第27条」と

あるのは「第49条第1項において準用する

第27条」と、第32条中「第36条」とあるの

は「第49条第1項において準用する第36

条」とする。

2 第5条第2項から第4項まで並びに第

4節(第22条第 1項、第23条、第24条第 1項、

第28条、第33条及び第44条を除く。)並びに

第45条から前条までの規定は、重度訪問介

、同行援護及び行動援護に係る基準該当障三

害福祉サーピスの事業について準用する。こ

の場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第49条第2項において準用する

第32条」と、第21条第2項中「次条第1項か

ら第3項まで」とあるのは「第49条第2項に

おいて準用する次条第2項及び第3項」と、

第24条第2項中「第22条第2項」とあるのは

「第49条第2項において準用する第22条第

2項」と、第26条第1号中「次条第 1項」と



条例(現行)

第1号中「次条第1項」とあるのは「第49

条第2項において準用する次条第1項」

と、第27条第1項中「第6条第2項」とあ

るのは「第45条第3項」と、第31条第3項

中「第27条」とあるのは「第49条第2項に

おいて準用する第27条」と、第32条中「第

36条」とあるのは「第49条第2項において

準用する第36条」と、前条第1項第2号中

「第45条第3項」とあるのは「第49条第2

項において準用する第45条第3項」と、前

条第2項中「次条第1項」とあるのは「次

条第2項」とする。

条例(改正案)

あるのは「第49条第2項において準用する次

条第1項」と、第27条第1項中「第6条第2

項」とあるのは「第45条第3項」と、第31条

第3項中「第27条」とあるのは「第49条第2

項において準用する第27条」と、第32条中「第

36条」とあるのは「第49条第2項において準

用する第36条」と、前条第1項第2号中「第

45条第3項」とあるのは「第49条第2項にお

いて準用する第45条第3項」と、前条第2項

中「次条第1項」とあるのは「次条第2項」

とする。

第50条~第78条(略)

第4章生活介護

第79条(略)

(従業者の員数)

第80条指定生活介護の事業を行う者(以下

「指定生活介護事業者」という。)は、当

該事業を行う事業所(以下「指定生活介護

事業所」という。)に次の各号に掲げる従

業者の区分に応じ、当該各号に定める員数

の従業者を置かなけれぱならない。

)(略)

)看護職員(保健師又は看護師若しくは

准看:師をいう。以下この章、第8章、第

9章及ぴ第18章において同じ。)、理学療

法士又は作業療法士及び生活支援員次

のとおりとする。

ア~エ(略)

③(略)

第50条~第78条(略)

第4章生活介護

第79条(略)

(従業者の員数)

第80条指定生活介護の事業を行う者(以下

「指定生活介護事業者」という。)は、当

該事業を行う事業所(以下「指定生活介護

事業所」という。)に次の各号に掲げる従

業者の区分に応じ、当該各号に定める員数

の従業者を置かなけれぱならない。

①(略)

②看護職員(保健師又は看護師若しくは准

看護師をいう。以下この章、第8章、第9

章及ぴ第18章において同じ。)、理学療法

士又は作業療法士及び生活支援員次の

とおりとする。

ア~エ(略)

③(略)



2~フ(略)

第81条~第部条(略)

条例(現行)

第4節運営に関する基準

第84条~第95条(略)

(新設)

2~フ(略)

第81条~第83条(略)

(新設)

条例(改正案)

第4節運営に関する基準

第84条~第95条(略)

第5節

基杢

共生型障害福祉サービスにする

(共生型生活、の事業を行う指定児童発

達支援業者等の基;)

第95条の2 生活介・に係る共生型障害冒

と祉サービス(以下「共生型生活

いう。)の業を行う指定児童発達支援

事業者(県指定通所支援基準条例第6条

第1項に規定する指定児童発達支援業

者いう。)又は指定放課後等ディサー

ビス事業(県指定通所支援基準条例第

74条第1項に定する指定放課後等デイ

サービス事業者をいう。)が当該事業に

して満たすべき基準は、次のとおりと

するし

①指定児童発達支事業所(県定通

所支援基準例第6条第1項に定す

る指定児童発達支事業所をいう。第

202条において同じ。)又は指定放"

等デイサービス事業所(県指定通所支

援基準条例第74条第1項に定する指

定放課後等デイサービス所をい

う。 202条において同じ。)(以下

「指定児童発達支援事業所等とい

う。)の従業者の数が当該ヒ定児童

一
一



条例(現行) 条例(改正案)

発達支援業所等が提供する指定児童

発達支援(県指定通所支基;条例第

5 に規定する指定児童発達支援をい

う)又は指定放課後等デイサービス

(県指定通所支援基準条例第73条に規

定するヒ定放課後等デイサービスをい

う。)(以下「指定児童発達支援等

という。)を受ける障害児の数を指定

児童発達支援等受ける障害児の数及

び共生型生活介三の利用者の数の合計

数であるとした場合における当該指定

(新設)

児童発達支援事所等として必要とさ

れる数以上であること。

2)共生型生活介その利用者に対して適

切なサービスを提供するため、指定生

活:事業所その他の関係施設から必

要な技術的支受けていること。

(共生型生活三の事業行う指定通所介

事業者等の基準)三

第95条の3 共生型生活介護の事業行う

指定通所介そ業者(指定居宅サービス

等基準条例第100条第1項に定する指定

通所介そ業をいう)又は指定地域

密型通所介そ事業者(崎市指定地域

密型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例(平成

25年長崎市条例第11号。以下「指定地域

密型サービス基準条例という)第

60条の3第1項に定する指定地域密

型通所を事業者をいう。)(以下「ヒ

定通所二事業者等という。)が当該



条例(現行) 条例(改正案)

事業にして満たすべき基準は、次のと

おりとする。

①指定通所介二事業所(指定居宅サー

ビス等基準条例 100条第1項に定す

る指定通所介:事業所いう。)又は

指定地域密型通所介そ事業所(指定

地域密型サービス基;条例第60条の

3第1項に規定する指定地域型通

所介そ事業所いう)(以下「指定

通所介護事所等という)の食堂

及び能訓練室(出定居宅サービス等

基準条例第102条第2項第1号又は指定

地域密型サービス基準条例第60 の

5第2項 1号に規定する食堂及ぴ機

能訓'室をいう。以下同じ。)の面

を、指定通所介・(指定居宅サービス

等基準条例第99条に定する指定通所

介そをいう。)又は指定地域密型通

所介護(指定地域密型サービス基準

条例 60条の2に規定する指定地域

型通所介三をいう。)(以下「指定

という。)の利用者の数通所 冨

と共生型生活介.の利用者の数の合計

で除して得た面が3平方メートル

以上であること。

②指定通所介,事業所の従業員の員

数が、当該指定通所介・事業所が提

供する指定通所介そ等の利用者の数を

ヒ定通所介その利用者の数及び共生

型生活その利用者の数の合計数で

るとした場合における当該ヒ定通所介

事業所等として必とされる数以上=



条例(現行)

(新設)

条例(改正案)

であること。

(3)共生型生活介:の利用者に対して適

切なサービスを提供するため、指定生

活介護事業所その他の施設から必

要な技術的支援を受けていること。

(共生型生活介その事業を行う指定小規模

多機能型居宅介護事業者等の基準)

第95条の4 共生型生活介護の事業を行う

指定小模多機能型居宅介そ事業者(指

定地域密着型サービス基準条例第船条第

1項に定するヒ定小規模多機能型居宅

介そ事業者をいう。)、指定看護小模

多機能型居宅介そ事業者(指定地域密

型サービス基準条例第193条第1項に規定

する指定看を小規模多機能型居宅介二事

業者をいう)又は指定介、予小規模

多機能型居宅介そ事業者(崎市指定地

域密型介、予サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密型

介、予サービスに係る介,予のため

の効的な支援の方法に関する基準等を

定める条例(平成25年長崎市条例第13

号。以下「指定地域密型介そ予サー

ビス基準条例という。)第45条第1項

に規定する指定介護予小模多機能型

居宅介二事業者をいう以下同じ。)

(以下「指定小模多機能型居宅介護事

業者等という。)が当該事業に関して

満たすべき基準は、次のとおりとする。

(1)指定小規模多機能型居宅介そ事業所

(指定地域密型サービス基準条例第

83条第1項に定する指定小模多機



条例(現行) 条例(改正案)

型居宅介三事業所をいう。)、指定

看護小模多機能型宅介"事所

(指定地域密型サービス基準条例第

193条 1項に規定する指定看護小模

多機能型居宅三事業所をいう。)又

は指定,予防小規模多機能型居宅介

事業所(指定地域密着型、予サ:

ービス基準条例第45 第1項に規定す

る指定介護予小規模多型居宅介

護事所をいう。以下同じ。)(以下

「指定小規多機能型居宅介護事業所

等という。)の登定員(当該指定

小規模多機型居宅介,業所等の登

録者(指定地域密型サービス基準条

例第船条 1項若しくは第193条第1工

又は指定地域密型介護予サービス

基準条例 45条第1項に規定する登

者をいう。以下同じ。)の数と共生型

生活、、共生型自立訓練(機能訓

,)(第149 の2に規定する共生型自

立訓,(機能訓練)をいう。)若しく

は共生型自立訓練(生}訓練)(第159

条の2に規定する共生型自立訓練(生

活訓練)をいう。)又は共生型児童発

達支援(県指定通所支援基3 条例第56

条の2に規定する共生型児童発達支援

をいう。)ーしくは共生型放課後等デ

イサービス(県指定通所支援基3 例

第79条の2に定する共生型放課後等

デイサービスいう。)(以下「共生

型通いサービスという。)を利用す

るために当該ヒ定小規模多能型居宅



条例(現行) 条例(改正案)

介・事業所に登受けた障害者及

び障害児の数の合計数の上限いう。

以下この条、第149条の3及び第159条

の3において同じ)を29人(サテラ

イト型指定小模多機能型居宅介そ

業所(指定地域密型サービス基準条

例第83条第7項に規定するサテライト

型ヒ定小規模多機能型居宅介そ事業所

いう。)、サテライト型指定看.小

規模多機能型居宅介二事所(指定地

域密型サーピス基準条例第193条第8

項に定するサテライト型指定看き小

模多機能型居宅介.事業所をい

う。)又はサテライト型指定介,予

小模多機能型居宅介そ業所(指定

地域密型介そ予サーピス基準条例

第45条第7項に定するサテライト型

指定介ξ予小模多機能型居宅介.

業所をいう。第97条において同

じ。)(以下「サテライト型指定小

模多機能型宅介・事業所等とい

う。)にあっては、袷人)以下とする

②指定小模多機能型.居宅介護事業所

等が提供する指定小模多機能型居宅

介護(指定地域密型サービス基準条

例第82条に定する指定小模多機能

型居宅介そをいう)、指定看、小

模多機能型居宅介そ(指定地域密型

サービス基準条例第192条に定する指

定看三小規模多機能型居宅介.をい

う。)又は指定介そ予小模多機能

0とこ



条例(現行) 条例(改正案)

型宅介三(指地域密型介ξ予

サービス基3 条例第44条に定する指

定三予小規模多型居宅介,

いう。以下同じ。)(以下「ヒ定小

模多能型居宅介護という。)の

うち通いサービス(指定地域型サ

ービス基準条例第83 第1項若しくは

第193条第1項又は指定地域密型介そ

予サービス基準例第45条第1項に

規定する通いサービスをいう。以下同

じ)の利用定員(当該指定小規模多

機能型宅介護事業所等の通いサービ

スの利用者の数と共生型通いサービス

を受ける障害者及び障害児の数の合計

数の1日当たりの上限をいう。以下こ

の条、第149条の3及び第159条の3に

事業所

型サ

おいて同じ)を登定員の2分の1

から15人(登定員が25人を超える指

定小規模機能型居宅介そ業所等に

つては、登定に応じて、次の表

に定める利用定員、サテライト型指定

小模多機能型宅介・事業所にあ

つては、12人)までの範囲内とするこ

と。

登録定員

26人又は27人

28人

29人

利用定員

③指定小模多機能型居宅

の居間及び食堂(指定地域密

16人

17人

18人

一
一



条例(現行) 条例(改正案)

ービス基工例釘 2 1号若

しくは第197条第2項第1号又は指定地

域密型介護予サーピス基準条例第

49条第2項第1号に定する居間及び

食堂をいう。以下同じ。)は、機能を

十分に発し得る適当な広さする

こと。

4)指定小規模多機能型居宅介護事業所

第4項まで、第86条、第93条及び第95条を

の従業者の員数が、当該指定小模

多機能型居宅介護事業所等が提供する

通いサービスの利用者数を通いサーピ

スの利用者数並びに共生型通いサービ

スを受ける障害者及び障害児の数の合

(新設)

計数であるとした合における指定地

域密型サービス基準条例第83条若し

くは第193条又は指定地域密着型介、予

サービス基準条例第45条に規定する

基準を満たしている二と。

⑤共生型生活介その利用者に対して適

切なサービス提供するため、指定生

活介.事業所その他の関係施設から必

要な技的支援を受けていること

(準用)

第妬条の5 第10条から第12条まで、第14条

から第18条まで、第20条、第21条、第23条、

第24条、第29条、第37条、第38条第2項、第

39条から第42条まで、第43条の2、第52条、

第59条から第61条まで、第68条、第70条か

ら第72条まで、第75条から第77条まで、第

79条、第81条及び前節(第85条第2項から



条例(現行)

第5節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

(基準該当生活介護の基準)

第96条生活介護に係る基準該当障害福祉

サービス(第206条に規定する特定基準該

当生活介護を除く。以下この節において

「基準該当生活介護」という。)の事業を

行う者(以下この節において「基準該当生

活介護事業者」という。)が当該事業に関

して満たすべき基準は、次のとおりとす

る。

①指定通所介護業者(長崎市指定居宅

サーピス等の事業の人員、設及び運営に

関する基準等を定める条伊1(平成25年長崎

条例第10号。以下「1旨定宅サービス等

基準条例という。)第100条第1項に

業者をいう。)又は定する指定通所

指定地域型通所介護事業者(崎市指

定地域密型サービスの事業の人員、設備

及ぴ運営に関する基準等定める条伊1(平

成25年長崎市例第11号。以下「指定地域

密型サービス基準例という。)第60

条の3 1項に定する指定地域型

通所介・事業者をいう)(以下「指定通

等という。)でつて、地Ξ所

条例(改正案)

除く。)の定は、共生型生活介護の

について準用する。この場合において、

79条中「、倉作的活動又は生産活動の会

の提供その他の便宜とあるのは「その他

の便宜とする

第6節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

(基準該当生活介護の基準)

第96条生活介護に係る基準該当障害福祉

サービス(第206条に規定する特定基準該

当生活介護を除く。以下この節において

「基準該当生活介護」という。)の事業を

行う者(以下この節において「基準該当生

活介護事業者」という。)が当該事業に関

して満たすべき基準は、次のとおりとす

る。

(1)指定通所介護事業者であって、地

域において生活介護が提供されていない

受けることが困こと等により生活 =

難な者に対して指定通所介そを提

供するものであること。

業
第



条例(現行)

域において生活介そが提供されていない

こと等により生活介、受けることが困

難な障害者に対して指定通所介そ(指定居

宅サービス等基準例第99条に規定する

指定通所介二をいう。)又は指定地域密

型通所介,(指定地域密着型サービス基準

条例第60条の2に

型通所介そをいう。

等という)提供するものであるこ

と。

②指定通所介護事業所(1旨定居宅サービ

定する指定地域密着

)(以下「指定通所介

ス等基準条例第100条第1項に定する指

定通所介護事業所をいう。)又は指定地域

条例(改正案)

密型通所介、事業所(指定地域密型サ

ービス基準条例第60条の3第1項に定

する指定地域密型通所介護事業所をい

う。)(以下「指定通所介三事業所等と

いう。)の食堂及び機能訓練室(指定居宅

サービス等基準条例第102条第2項第1号

又は指定地域密型サービス基準例第

60条の5第2項第1号に規定する食堂及

②指定通所介護事所等の食堂及び機能

訓練室の面を、指定通所介護等の利用者

の数と基準該当生活介護を受ける利用者

び機能訓練室をいう以下同じ。)の面

を、指定通所介そ等の利用者の数と基準該

当生活介そを受ける利用者の数の合計数

で除して得た面が3平方メートル以上

であること。

の数の合計数で除して得た面

メートル以上であること。

(3)・(4)(略)

(指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特伊D

第97条次に掲げる要件を満たした指定小

が3平方

(3)・(4)(略)

(指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特伊D

第97条次に掲げる要件を満たした指定小

二
◆



条例(現行)

模多型居宅介護業者(指定地域

密型サービス基3 条例第83 1項に

定する指小模多機キ型居宅介護

業者いう。以下同じ。)又はヒ定看護

小規模多機能型居宅介護業者(指定地

域密型サービス基準条例第193条第1

項に規定するヒ定看ξ小模多機能型居

宅、事業者をいう。以下同じ)が地

域において生活介護が提供されていない

こと等により生活護を受けることが困

難な障害に対して指定小規模多機能型

居宅介護(指定地域密型サービス基準

条例第82久に規定するヒ定小規模多能

型居宅介護をいう。以下同じ)又は指

定看そ小模多機能型居宅介護(指定地

域密型サービス基準条例第192条に規

定するヒ定看護小規模多機能型居宅介を

をいう。以下同じ。)のうち通いサービ

ス(指定地域密着型サービス基準条例第

83条第1項又は第193 第 1項に規定す

る通いサービスいう。以下同じ。)を

提供する場合は、当該通いサービスを基

準該当生活そと、当該通いサービス

行うヒ定小規模多能型居宅,事業所

(指定地域密型サービス基準条例第83

久第1項に規定する指定小規模多機能型

居宅介.事業所をいう)又は指定看そ

小模多機能型居宅介"事業所(指定地

域密型サービス基準条例第193条第1

項に規定する指定看、小模多機能型

宅そ事業所をいう。)(以下「指定小

規模多型居宅介,業所等とい

条例(改正案)

規模機能型居宅、事業者(指定介

予小規機能型居宅介・事業者二

除く。以下二の条、 111条、第150条の

2及び第160条の2において同じ。)が地

域において生活介護が提供されていない

こと等により生活介護を受ける二とが困

難な害者に対してヒ定小規模多能型

宅介護等(ヒ定介護予小模多機能

型居宅介護を除く。以下この条、第111

条、第巧0条の2及び第160条の2におい

て同じ。)のうち通いサービス(指定地

域密着型介ぞ予サーピス基準条例第45

条第1項に規定する通いサーピスを除

<。以下この条、第111 、第150条の2

及び第160条の2において同じ。)を提供

する場合は、当該通いサービスを基;該

当生活介護と、当該通いサーピスを行う

指定小模多機能型居宅介そ事業所等

(指定介護予小模多能型居宅介,

事業所を除く。以下この条、第111条、第

150条の2及び第160条の2において同

じ)を基準該当生活介"所とみな

す。この合において、前条の規定は、

当該指定小規多機能型宅介・事業所

等については適用しない。



条例(現行)

う。)を基準該当生活介:事業所とみな

す。この合において、前条の定は、

当該指定小模多機型宅介ヨ事業所

等については適用しない。

)当該指定小規模多機能型居宅介そ事

業所等の登録定員(当該指定小規模多機

能型居宅介、事業所等の登録者(指定地

域密型サービス基準条例第83条第1項

又は第193条第1項に定する登者を

いう。以下同じ。)の数とこの条の規定

により基準該当生活介護とみなされる通

いサービス、第150条の2の規定により

基準該当自立訓練(機能訓練)とみなさ

れる通いサービス若しくは第160条の2

の規定により基準該当自立訓練(生活訓

練)とみなされる通いサービス又は県指

定通所支援基準条例第62条の2の規定に

より基準該当児童発達支援とみなされる

通いサービス若しくは県指定通所支援基

準条例第82条において準用する県指定通

所支援基準条例第62条の2の規定により

基準該当放課後等デイサービスとみなさ

れる通いサービスを利用するために当該

指定小規模多機能型居宅介そ事業所等に

登録を受けた障害者及び障害児の数の合

計数の上限をいう。以下区の条において

同じ。)を29人(サテライト型指定小

模多機能型居宅介.業所(指定地域密

型サービス基準条例第83条第7項に規

定するサテライト型指定小模多機能型

居宅介き事業所をいう以下同じ。)又

はサテライト型指定看、小模多機型

条例(改正案)

1)当該指定小規模多機能型居宅介三事

業所等の登録定員(当該指定小規模多機

能型居宅介,事業所等の登録者(指定地

域密型介そ予サービス基準条例第45

第1項に規定する登者を除く。第150

条の2及び第160条の2において同じ。)

の数とこの条の規定により基準該当生活

介護とみなされる通いサービス、第150条

の2の規定により基準該当自立訓練(機

能訓練)とみなされる通いサービス若し

くは第160条の2の規定により基準該当

自立訓練(生活訓練)とみなされる通い

サービス又は県指定通所支援基準条例第

62条の2の規定により基準該当児童発達

支援とみなされる通いサービス若しくは

県指定通所支援基準条例第82条において

準用する県指定通所支援基準条例第62条

の2の規定により基準該当放課後等デイ

サービスとみなされる通いサービスを利

用するために当該指定小規模多機能型居

宅介三事業所等に登録を受けた障害者及

び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。)を29人(サテ

ライト型指定小多機能型居宅介三

業所等(サテライト型ヒ定介三予小

模多機能型居宅介"事業所除く以下

この条、 111条、巧0条の2及び第160

条の2において同じ。)にあっては、 18



条例(現行)

居宅そ事業所(指定地域密着型サービ

ス基準条例 193条第8項に定するサ

テライト型指定看そ小模多機能型居宅

介、事業所をいう。以下同じ)にあつ

ては、 18人)以下とすること。

(2)当該指定小規模多機能型居宅介・事業

所等の通いサービスの利用定員(当該指定

小規模多機能型居宅介そ事業所等の通い

サービスの利用者の数とこの条の規定に

より基準該当生活介,とみなされる通い

サービス、第150条の2の規定により基準

該当自立訓練(機能訓練)とみなされる通

いサービス若しくは第160条の2の規定に

より基準該当自立訓練(生活訓練)とみな

される通いサービス又は県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは県指定通所支援基準条例第82

条において準用する県指定通所支援基準

条例第62条の2の規定により基準該当放

課後等デイサービスとみなされる通いサ

ービスを受ける障害者及び障害児の数の

合計数の1日当たりの上限をいう。以下こ

の号において同じ。)を登録定員の2分の

1から巧人(登録定員が25人を超える指定

小規模多機能型居宅介護事業所等にあつ

ては、登録定員に応じて、次の表に定める

利用定員、サテライト型ヒ定小模機能

型居宅介護事所又はサテライト型指

看、小模多機能型宅介二事所にあ

つては、12人)までの範囲内とすること。

(表略)

条例(改正案)

人)以下とすること。

②当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所等の通いサービスの利用定員(当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の

通いサーピスの利用者の数とこの条の規

定により基準該当生活介護とみなされる

通いサービス、第巧0条の2の規定によ

り基準該当自立訓練(機能訓練)とみな

される通いサービス若しくは第160条の

2の規定により基準該当自立訓練(生活

訓練)とみなされる通いサービス又は県

指定通所支援基準条例第62条の2の規定

により基準該当児童発達支援とみなされ

る通いサービス若しくは県指定通所支援

基準条例第82条において準用する県指定

通所支援基準条例第62条の2の規定によ

り基準該当放課後等ディサービスとみな

される通いサービスを受ける障害者及び

障害児の数の合計数の1日当たりの上限

をいう。以下二の号において同じ。)を

登録定員の2分の1から15人(登録定員

が25人を超える指定小規模多機能型居宅

介そ事業所等にあっては、登録定員に応

じて、次の表に定める利用定員、サテラ

イト型定小模多型居宅介.業

所等にあっては、12人)までの範囲内と

すること。

(表略)



条例(現行)

③当該指定小規模多機能型居宅介、事業

所等の居間及び食堂(指定地域密着型サー

ビス基準条例第87条第2項第1号又は第

197条第2項第1号に規定する居間及び食

堂をいう。以下同じ。)は、機能を十分に

発揮し得る適当な広さを有する二と。

)当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する

通いサーピスの利用者数を通いサービス

の利用者数並びにこの条の規定により基

準該当生活介護とみなされる通いサービ

ス、第150条の2の規定により基準該当

自立訓練(機能訓練)とみなされる通い

サーピス若しくは第160条の2の規定に

より基準該当自立訓練(生活訓練)とみ

なされる通いサービス又は県指定通所支

援基準条例第62条の2の規定により基準

該当児童発達支援とみなされる通いサー

ビス若しくは県指定通所支援基準条例第

82条において準用する県指定通所支援基

準条例第62条の2の規定により基準該当

放課後等デイサービスとみなされる通い

サービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指定

地域密着型サービス基準条例第83条又は

第193条に規定する基準を満たしている

こと。

⑤(略)

条例(改正案)

③当該指定小規模多機能型居宅介,事

業所等の居間及び食堂(指定地域密着型

介、予サービス基;条例第49条第2項

第1号に定する居間及び食堂を除く

第150条の2及び第160条の2において同

じ。)は、機能を十分に発揮し得る適当

な広さを有すること。

④当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する

通いサービスの利用者数を通いサービス

の利用者数並びにこの条の規定により基

準該当生活介護とみなされる通いサービ

ス、第150条の2の規定により基準該当

自立訓練(機能訓練)とみなされる通い

サービス若しくは第160条の2の規定に

より基準該当自立訓練(生活訓練)とみ

なされる通いサービス又は県指定通所支

援基準条例第62条の2の規定により基準

該当児童発達支援とみなされる通いサー

ビス若しくは県指定通所支援基準条例第

82条において準用する県指定通所支援基

準条例第62条の2の規定により基準該当

放課後等デイサ」ビスとみなされる通い

サーピスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指定

地域密着型サービス基準条例第83条又は

第193条に規定する基準を満たしている

こと。

⑤(略)

第98条・第99条(略)第98条・第99条(略)



条例(現行)

第5章短期入所

(従業者の員数)

第100条法第5条第8項に規定する施設が

指定短期入所の事業を行う事業所(以下こ

の章において「指定短期入所事業所」とい

う。)として当該施設と一体的に運営を行

う事業所(以下この章において「併設事業

所」という。)を設置する場合において、

当該施設及び併設事業所に置くべき従業

者の総数は、次の各号に掲げる場合に応

じ、当該各号に定める数とする。

①(略)

②(略)

ア(略)

イ(略)

2 法第5条第8項に規定する施設が、その

施設の全部又は一部が利用者に利用され

ていない居室を利用して指定短期入所の

事業を行う場合において、当該事業を行う

事業所(以下この章において「空床利用型

事業所」という。)に置くべき従業者の員

数は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該

各号に定める数とする。

①(略)

②(略)

ア(略)

イ(略)

3 併設事業所又は空床利用型事業所以外

の指定短期入所事業所(以下この章におい

て「単独型事業所」という。)に置くべき

生活支援員の員数は、次の各号に掲げる場

合に応じ、当該各号に定める数とする。

条例(改正案)

第5章短期入所

(従業者の員数)

第100条法第5条第8項に規定する施設が

指定短期入所の事業を行う事業所(以下こ

の章において「指定短期入所事業所」とい

う。)として当該施設と一体的に運営を行

う事業所(以下この章において「併設事業

所」という。)を設置する場合において、

当該施設及び併設事業所に置くべき従業

者の総数は、次の各号に掲げる場合に応

じ、当該各号に定める数とする。

(1)(略)

(2)(略)

ア(略)

イ(略)

2 法第5条第8項に規定する施設が、その

施設の全部又は一部が利用者に利用され

ていない居室を利用して指定短期入所の

事業を行う場合において、当該事業を行う

事業所(以下この章において「空床利用型

事業所」という。)に置くべき従業者の員

数は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該

各号に定める数とする。

①(略)

②(略)

ア(略)

イ(略)

3 併設事業所又は空床利用型事業所以外

の指定短期入所事業所(以下この章におい

て「単独型事業所」という。)に置くべき

生活支援員の員数は、次の各号に掲げる場

合に応じ、当該各号に定める数とする。



① (略)

(略)

(略)

(略)

条例(現行)

(2)

第101条~第102条(略)

第4節運営に関する基準

第103条~第Π0条(略)

(新設)

(1)(略)

ア(略)

イ(略)

②(略)

条例(改正案)

(新設)

第101条~第102条(略)

第4節運営に関する基準

第103条~第110条(略)

第5節

基準

共生型障害福祉サービスに関する

(共生型短期入所の事業行う指定短期入

所生活介三業等の基準)

第110条の2 短期入所に係る共生型障害福

祉サービス(以下「共生型短期入所と

いう。)の業をーう指定短期入所生活

介,事業者(指定居宅サービス基準条

例第148条第1項に定する指定短期入所

生活介二事業者いう)又は指定介そ

予短入所生活介三事業者(長市旨

定介そ予サービス等の業の人員、設

備及ぴ運営並びに指定介、予サーピス

に係る介三予のための効的な支援

の方法に関する基準定める条例(平

成25年長崎市条例第12号。以下「比定介

予サービス基準条例という。)三

130条第1項に定する比定ξ予短

入所生活介三事業者をいう。)が当該

事業に関して満たすべき基準は、次のと

おりとする。

ア
イ



条例(現行) 条例(改正案)

1)指定短期入所生活介護事業所(指定

宅サービス等基'例第148条第1

に定する指定短期入所生活、事業

所いう。)又は指定、予短期入

所生活介そ事所(指定介.予サー

ビス等基準条例第130 第1項に規定す

る指定介護予短期入所生活三事業

所いう。)(以下「指定短期入所生

活介護事業所等という。)の室の

面を、指定短期入所生活介二(1旨定

居宅サービス等基準条例第147条に定

する指定短期入所生;介:をいう。)

又は指定,予短期入所生活介護

(指定介そ予サービス等基準条例

129条に規定する指定介、予短期入所

生活介三をいう)(以下「指定短期

入所生;介護等という。)の利用者

の数と共生型短期入所の利用者の数の

合計数で除して得た面が10.65平方メ

トル以上である二と。

(3)共生型短入所の利用者に対して適

切なサービスを提供するため、指定短

2)指定短期入所生,介・事業所等の'

業者の員が、当該指定短入所生活

介・事業所等が提供する指定短入所

生活そ等の利用者の数を指定短期入

所生活介、等の利用者の数及び共生型

短入所の利用者の数の合計数である

とした場合における当該出定短期入所

生活介・事業所として必要とされる

数以上である二と。

期入所事業所その他の関係施二から必



条例(現行)

(新設)

条例(改正案)

要な技術的支援を受けていること。

(共生型短期入所の事一うヒ定小規模

多機能型居宅介そ事業者等の基準)

第110条の3 共生型短期入所の事業を行う

指定小規模多機能型居宅介、事業者等が

当該業にして満たすべき基準は、次

のとおりとする。

①指定小規模多機能型居宅介護事業所

等に個室(指定地域密型サービス基

準条例第釘条第2項第2号ウ若しくは

第197条第2項第2号ウ又は指定地域密

型介そ予サービス基準条例第49条

第2項第2号ウに定する個室をい

つ以下この号において同じ。)以外

の宿泊室を設ける合は、当該個室以

外の宿泊室の面を宿泊サービス(指

定地域密型サービス基準条例第83条

第5項若しくは第193条第6項又は指定

合における当該指定小模多機能型居

地域密型介そ予防サービス基準条例

第45条第5項に定する宿泊サービス

をいう次号において同じ。)の利用

定員から個室の定員数を減じて得た数

で除して得た面が、おおむね7.43平

方メートル以上であること。

2)指定小模多機能型居宅介き事業所

等の従業者の員数が、当該指定小規模

多機能型居宅介、事業所等が提供する

宿泊サービスの利用者の数を宿泊サー

ビスの利用者の数及び共生型短期入所

の利用者の数の合計数であるとした場



条例(現行)

(新設)

条例(改正案)

宅、事業所等として必とされる数

以上であることし

③共生型短期入所の利用者に対して適

切なサービスを提、するため、指定短

期入所業所その他の関係施設から必

要な技術的支援を受けていること。

(準用)

第110条の4

第5節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

第18条まで、第20 、第21条、第23条、

24条、 29条、第30条、第37 、第38条第

2項、第39条から 43条の2まで、第52条、

第62 、第68条、第70条から 72条まで、

第75条、第76 、第89条、第92条から 94

条まで、第99条及び前節( 109条及び第

110条を除く)の規定は、共生型短期入

所の事業について準用する。

(指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特例)

第111条短期入所に係る基準該当障害福祉

サービス(以下この節において「基準該当

短期入所」という。)の事業を行う者が当

該事業に関して満たすべき基準は、次のと

おりとする。

①指定小模多機能型居宅.事業者又

は指定看、小多機能型居宅介、

者であつて、第97条の規定により基準該当

生活介、とみなされる通いサービス、第

第10条、第12条、第14条から

第6節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

(指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特伊D

第111条短期入所に係る基準該当障害福祉

サービス(以下この節において「基準該当

短期入所」という。)の事業を行う者が当

該事業に関して満たすべき基準は、次のと

おりとする。

①ヒ定小規模多機能型宅介・事業者等

であつて、第97条の規定により基準該当生

活介護とみなされる通いサービス、第150

条の2の規定により基準該当自立訓練(機



条例(現行)

150条の2の規定により基準該当自立訓練

(機能訓練)とみなされる通いサービス若

しくは第160条の2の規定により基準該当

自立訓練(生活訓練)とみなされる通いサ

ービス又は県指定通所支援基準条例第62

条の2の規定により基準該当児童発達支

援とみなされる通いサービス若しくは県

指定通所支援基準条例第82条において準

用する県指定通所支援基準条例第62条の

2の規定により基準該当放課後等デイサ

ーピスとみなされる通いサービスを利用

するために当該指定小規模多機能型居宅

介護事業所等に登録を受けた障害者及び

障害児に対して指定小規模多機能型居宅

介そ又は指定看そ小規模多機能型居宅介

護のうち宿泊サービス(指定地域密着型サ

ービス基準条例第83条第5項又は第193条

第6項に規定する宿泊サービスをいう。以

下この条において同じ。)を提供するもの

であること。

②当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の宿泊サービスの利用定員(当該指定

小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊

サービスを利用する者の数と基準該当短

期入所の提供を受ける障害者及び障害児

の数の合計数の1日当たりの上限をいう。

以下この条において同じ。)を通いサービ

スの利用定員(当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数と第97条の規定により基準該当生活

介護とみなされる通いサービス、第150条

の2の規定により基準該当自立訓練(機能

条例(改正案)

能訓練)とみなされる通いサービス若しく

は第160条の2の規定により基準該当自立

訓練(生活訓練)とみなされる通いサービ

ス又は県指定通所支援基準条例第62条の

2の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる通いサービス若しくは県指定

通所支援基準条例第82条において準用す

る県指定通所支援基準条例第62条の2の

規定により基準該当放課後等デイサービ

スとみなされる通いサービスを利用する

ために当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所等に登録を受けた障害者及び障害

児に対して指定小規模多機能型居宅介護

笠のうち宿泊サーピス(指定地域密着型サ

ービス基準条例第83条第5項又は第193条

第6項に規定する宿泊サービスをいう。以

下この条において同じ。)を提供するもの

であること。

2)当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の宿泊サービスの利用定員(当該指定

小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊

サーピスを利用する者の数と基準該当短

期入所の提供を受ける障害者及び障害児

の数の合計数の1日当たりの上限をいう。

以下この条において同じ。)を通いサービ

スの利用定員(当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数と第97条の規定により基準該当生活

介護とみなされる通いサーピス、第150条

の2の規定により基準該当自立訓練(機能



条例(現行)

訓練)とみなされる通いサービス若しくは

第160条の2の規定により基準該当自立訓

練(生活訓練)とみなされる通いサービス

又は県指定通所支援基準条例第62条の2

の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは県指定通

所支援基準条例第82条において準用する

県指定通所支援基準条例第62条の2の規

定により基準該当放課後等デイサービス

とみなされる通いサービスを受ける障害

者及び障害児の数の合計数の1日当たり

の上限をいう。)の3分の 1 から 9人(サ:

テライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所又はサテライト型指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所にあつては、 6

条例(改正案)

訓練)とみなされる通いサービス若しくは

第160条の2の規定により基準該当自立訓

練(生活訓練)とみなされる通いサービス

又は県指定通所支援基準条例第62条の2

の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは県指定通

所支援基準条例第82条において準用する

県指定通所支援基準条例第62条の2の規

定により基準該当放課後等デイサービス

とみなされる通いサービスを受ける障害

者及び障害児の数の合計数の1日当たり

の上限をいう。)の3分の1から9人(せ

テライト型指定小模多機能型居宅介護

事業所等にあつては、 6人)までの範囲内

人)までの範囲内とすること。

(3)・(4)

第112条~第113条(略)

(略)

第7章重度障害者等包括支援

第114条~第141条

第8章自立訓練(機能訓練)

とすること。

第142条自立訓練(機能訓練)(省令第6

条の6第1号に規定する自立訓練(機能訓

練)をいう。以下同じ。)に係る指定障害

福祉サービス(以下「指定自立訓練(機能

訓練)」という。)の事業は、利用者が自

(3)・(4)

(略)

第112条~第113条(略)

(略)

第7章重度障害者等包括支援

第114条~第141条

第8章自立訓練(機能訓練)

第142条自立訓練(機能訓練)(省令第6

条の6第1号に規定する自立訓練(機能訓

練)をいう。以下同じ。)に係る指定障害

福祉サービス(以下「指定自立訓練(機能

訓練)」という。)の事業は、利用者が自

(略)



条例(現行)

立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、省令第6条の6第1号に規

定する期間にわたり、身体機能又は生活能

力の維持、向上等のために必要な訓練その

他の便宜を適切かつ効果的に行うもので

なけれぱならない。

第143条~第145条(略)

第4節運営に関する基準

条例(改正案)

立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、省令第6条の6第1号に規

定する期間にわたり、身体機能又は生活能

力の維持、向上等のために必要な訓練その

他の便宜を適切かつ効果的に行うもので

なけれぱならない。

第146条~第149条(略)

(新設)

第143条~第145条(略)

(新設)

第4節運営に関する基準

第146条~第149条(略)

第5節

基準

共生型障害福祉サービスに関する

(共生型自立訓練(機能訓練)の事業行

う指定通所三事業者等の基準)

第149条の2 自立訓練(機能訓練)に係る

共生型障害福祉サービス(以下「共生型

自立訓練(機能訓練)という。)の

業を行う指定通所三事業者等が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとお

練)の利用者の数の合計数で、して得

た面が3平方メートル以上であるこ

と。

②指定通所介護業所等の従業者の

数が、当該指定通所介そ事業所等が提

りとする。

①指定通所介そ業所等の食堂及び機

能訓練室の面を、指定通所介三等の

利用者の数と共生型自立訓練(機能訓



条例(現行) 条例(改正案)

供する指定通所介三等の利用者の数を

指定通所介:等の利用者の数及び共生

型自立訓練(機能訓練)の利用者の数

の合計であるとした場合における当

該指定通所介、事業所等として必要と

される以上であること。

③共生型自立訓練(機能訓練)の利用

(新設)

者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定自立訓練(機地訓練)事業

所のの関係施設から必要な術的

支援を受けていること。_

(共生型自立訓,

う指定小模多

の基準)

第149条の3 共生型自立訓練(機能訓練)

の事業をーう指定小規模多機能型居宅介

護業者等が当該事業に関して満たすべ

き基準は、次のとおりとする。

(機能訓)の事業を行

型居宅介護業者等

(1)指定小規模多機能型宅介そ事業所

等の登定員を29人(サテライト型指

定小規模機能型居宅介:事業所等に

あっては、18人)以下とすること。

(2)

等が行う指定小模多機能型居宅介そ

のうち通いサービスの利用定を登

定員の2分の1から15人(登定

が25人を超える指定小規模機能型居

宅介そ業所等にっては、登定

に応じて、次の表に定める利用定員、

サテライト型指定小模多機能型宅

介.事業所等にあっては、12人)まで

旨定門 模多 型居宅介 業所



条例(現行) 条例(改正案)

の範囲内とすること。

登録定員

26人又は27人

28人

29人

利用定員

③指定小多機能型居宅介護事業所

等の居間及び食堂は、機能を十分に発

16人

17人

18人

揮し得る適当な広さを有する二と。

④指定小規模多機能型居宅そ事業所

等の従業者の員数が、当該指定小規模

多機能型居宅介そ事業所等が提供する

通いサービスの利用者の数を通いサー

ビスの利用者の数並びに共生型通いサ

ービスを受ける障者及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指

(新設)

定地域密型サーピス基準条例第83条

若しくは第193条又は指定地域密型介

護予サービス基準条例第45条に定

する基準を満たしていること。

5)共生型自立訓練(機能訓練)の利用

者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定自立訓練(機能訓練)事業

所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

(準用)

第149条の4 第10条から第12条まで、第14

から第21条まで、第23条、第24条、第

29条、第37条、第38条第2項、第39条か

ら第42条まで、第43 の2、第52条、第



条例(現行)

第5節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

条例(改正案)

駒条から第61条まで、第68条、 70条か

ら第72条まで、第乃条から刀条まで、

第81 、第87条の2から第92条まで、第

叫条、第142 及び前節(第147条第1項

及び 2項、第148条並びに第149条を、

<。)の規定は、共生型自立訓練(機能

訓練)の事業について準用する。

第150条(略)

(指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特伊D

第150条の2 次に掲げる要件を満たした担

定小規模多能型居宅介そ業者又は指

定看そ小模多機能型居宅介護事者が

地域において自立訓練(機能訓練)が提供

されていないこと等により自立訓練(機能

訓練)を受ける二とが困難な障害者に対し

て指定小規模多機能型居宅介,又は指定

看護小規模多機能型居宅介護のうち通い

サービスを提供する場合は、当該通いサー

ビスを基準該当自立訓練(機能訓練)と、

当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介、事業所等を基準該当自立訓

練(機能訓練)事業所とみなす。この場合

において、前条の規定は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等については適

用しない。

1)当該指定小規模多機能型居宅介護事業

第6節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

第150条(略)

(指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特例)

第巧0条の2 次に掲げる要件を満たした担

定小模多機能型居宅介三事業者等が地

域において自立訓練(機能訓練)が提供さ

れていないこと等により自立訓練(機能訓

練)を受けることが困難な障害者に対して

指定小模多機能型居宅介:等のうち通

いサービスを提供する場合は、当該通いサ

ービスを基準該当自立訓練(機能訓練)と、

当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓

練(機能訓練)事業所とみなす。二の場合

において、前条の規定は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等については適

用しない。

① 当該指定小規模多機能型居宅介そ事業



条例(現行)

所等の登録定員(当該指定小規模多機能型

居宅介・事業所等の登録者の数と区の条

の規定により基準該当自立訓練(機能訓

練)とみなされる通いサービス、第97条の

規定により基準該当生活介.とみなされ

る通いサービス若しくは第160条の2の規

定により基準該当自立訓練(生活訓練)と

みなされる通いサービス又は県指定通所

支援基準条例第62条の2の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ーピス若しくは県指定通所支援基準条例

第82条において準用する県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当放課後等デイサービスとみなされる通

いサービスを利用するために当該指定小

規模多機能型居宅介三事業所等に登録を

受けた障害者及び障害児の数の合計数の

上限をいう。以下この条において同じ。)

を29人(サテライト型指定小規模多機能型

居宅介、事業所又はサテライト型指定看

小模多機能型宅介そ事業所にあつ三

ては、 18人)以下とする二と。

②当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所等の通いサービスの利用定員(当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の

通いサービスの利用者の数とこの条の規

定により基準該当自立訓練(機能訓練)

とみなされる通いサービス、第97条の規

定により基準該当生活介護とみなされる

通いサービス若しくは第160条の2の規定

により基準該当自立訓練(生活訓練)と

みなされる通いサービス又は県指定通所

条例(改正案)

所等の登録定員(当該指定小規模多機能型

居宅介・事業所等の登録者の数とこの条

の規定により基準該当自立訓練(機能訓

練)とみなされる通いサービス、第97条の

規定により基準該当生活介そとみなされ

る通いサービス若しくは第160条の2の規

定により基準該当自立訓練(生活訓練)と

みなされる通いサービス又は県指定通所

支援基準条例第62条の2の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは県指定通所支援基準条例

第82条において準用する県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当放課後等デイサーピスとみなされる通

いサービスを利用するために当該指定小

規模多機能型居宅介そ事業所等に登録を

受けた障害者及び障害児の数の合計数の

上限をいう。以下この条において同じ。)

を29人(サテライト型指定小模多機能型

居宅介そ事業所等にあつては、18人)以下

とすること。

②当該指定小規模多機能型居宅介、事

業所等の通いサービスの利用定員(当該

指定小規模多機能型居宅介.事業所等の

通いサービスの利用者の数とこの条の規

定により基準該当自立訓練(機能訓練)

とみなされる通いサービス、第97条の規

定により基準該当生活介護とみなされる

通いサービス若しくは第160条の2の規定

により基準該当自立訓練(生活訓練)と

みなされる通いサービス又は県指定通所



条例(現行)

支援基準条例第62条の2の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは県指定通所支援基準条例

第82条において準用する県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当放課後等デイサービスとみなされる通

いサービスを受ける障害者及び障害児の

数の合計数の1日当たりの上限をいう。

以下この号において同じ。)を登録定員

の2分の1から15人(登録定員が25人を

超える指定小規模多機能型居宅介護事業

所等にあつては、登録定員に応じて、次

の表に定める利用定員、サテライト型指

定小規模多機能型居宅を事業所又はサ

テライト型指定三小模多機能型居宅

介、事業所にあつては、12人)までの範

条例(改正案)

支援基準条例第62条の2の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは県指定通所支援基準条例

第82条において準用する県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当放課後等デイサービスとみなされる通

いサービスを受ける障害者及び障害児の

数の合計数の1日当たりの上限をいう。

以下この号において同じ。)を登録定員

の2分の1から15人(登録定員が25人を

超える指定小規模多機能型居宅介護事業

所等にあつては、登録定員に応じて、次

の表に定める利用定員、サテライト型指

囲内とすること。

(表略)

③(略)

④当該指定小規模多機能型居宅介、事

業所等の従業者の員数が、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等が提供する通

いサービスの利用者数を通いサービスの

利用者数並びにこの条の規定により基準

該当自立訓練(機能訓練)とみなされる通

いサービス、第97条の規定により基準該当

生活介三とみなされる通いサービス若し

くは第160条の2の規定により基準該当自

立訓練(生活訓練)とみなされる通いサー

ビス又は県指定通所支援基準条例第62条

の2の規定により基準該当児童発達支援

とみなされる通いサービス若しくは県指

定小規模多機能型居宅 業所等にあ

つては、12人)までの範囲内とするこ

と。

(表略)

③(略)

④当該指定小規模多機能型居宅介そ事業

所等の従業者の員数が、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所等が提供する通い

サービスの利用者数を通いサービスの利

用者数並びにこの条の規定により基準該

当自立訓練(機能訓練)とみなされる通い

サービス、第97条の規定により基準該当生

活介、とみなされる通いサービス若しく

は第160条の2の規定により基準該当自立

訓練(生活訓練)とみなされる通いサービ

ス又は県指定通所支援基準条例第62条の

2の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる通いサービス若しくは県指定

"
晋



条例(現行)

定通所支援基準条例第82条において準用

する県指定通所支援基準条例第62条の2

の規定により基準該当放課後等デイサー

ビスとみなされる通いサービスを受ける

障害者及び障害児の数の合計数であると

した場合における指定地域密着型サービ

ス基準条例第脇条又は第193条に規定する

基準を満たしていること。

⑤(略)

第151条(略)

条例(改正案)

通所支援基準条例第82条において準用す

る県指定通所支援基準条例第62条の2の

規定により基準該当放課後等デイサービ

スとみなされる通いサービスを受ける障

害者及び障害児の数の合計数であるとし

た場合における指定地域密着型サービス

基準条例第83条又は第193条に規定する基

準を満たしていること。

⑤(略)

第9章自立訓練(生活訓練)

第152条自立訓練(生活訓練)(省令第6

条の6第2号に規定する自立訓練(生活訓

練)をいう。以下同じ。)に係る指定障害

福祉サービス(以下「指定自立訓練(生活

訓練)」という。)の事業は、利用者が自

立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、省令第6条の6第2号に規

定する期問にわたり生活能力の維持、向上

等のために必要な支援、訓練その他の便宜

を適切かつ効果的に行うものでなけれぱ

ならない。

第151条(略)

第9章自立訓練(生活訓練)

第152条自立訓練(生活訓練)(省令第6

条の6第2号に規定する自立訓練(生活訓

練)をいう。以下同じ。)に係る指定障害

福祉サービス(以下「指定自立訓練(生活

訓練)」という。)の事業は、利用者が自

立した日常生活又は社会生活を営む二と

ができるよう、省令第6条の6第2号に規

定する期間にわたり生活能力の維持、向上

等のために必要な支援、訓練その他の便宜

を適切かつ効果的に行うものでなけれぱ

ならない。

第153条~第155条(略)

第4節運営に関する基準

第156条~第159条(略)

第153条~第155条(略)

第4節運営に関する基準

第156条~第159条(略)



(新設)

条例(現行)

(新設)

第5節

基準

条例(改正案)

共生型障害福祉サービスに関する

(共生型自立訓練(生活訓練)の事業をー

う指定通所介護業者等の基準)

第159条の2 自立訓練(生活訓練)に,る

共生型障害福祉サービス(以下「共生型

自立訓(生活訓練)という。)の

を行う指定通所介護事業者等が当該事

業にして満たすべき基準は、次のとお

りとする。

①ヒ定通所介護事業所等の食堂及び機

能訓練室の面を、指定通所介護等の

利用者の数と共生型自立訓練(生活訓

練)の利用の数の合計数で除して得

た面が3平方メートル以上であるこ

と。

②指定通所介、事業所等の従者の員

数が、当該指定通所介三事業所等が提

供する指定通所介護等の利用者の数を

指定通所介.等の利用者の数及び共生

型自立訓'(生活訓練)の利用者の数

の合計数であるとした場合における当

該指定通所介・事業所等として必要と

される数以上である二と。

(生活訓練)の業を行

③共生型自立訓練(生活訓練)の利用

者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定自立訓練(生活訓練)事業

所そのの関係施設から必要な技術的

支援を受けている二と。

(共生型自立訓



(新設)

条例(現行)

う指定小

の基準)

第159条の3

条例(改正案)

模多機能型居宅介、

の事業を行う指定小模多機能型居宅介

事業者が当該事業に関して満たすべ

き基準は、次のとおりとする。

①指定小規模多機能型居宅介、事業所

等の登定員を29人(サテライト型指

定小規模多機能型居宅介"事業所等に

あっては、 18人)以下とすること。

共生型自立訓練(生活訓練)

者等

(2)指定小模多機能型居宅介そ事業所

等が行う指定小規模多機能型居宅介そ

等のうち通いサービスの利用定員を登

定員の2分の1から15人(登定員

が25人を超える指定小模多機能型居

宅介そ事業所等にあっては、登定員

に応じて、次の表に定める利用定員、

サテライト型指定小模多機能型居宅

介そ事業所等にあっては、12人)まで

の範囲内とすること。

登録定員

26人又は27人

利用定員

28人

29人

③指定小模多機能型居宅介三業所

等の居■及び食堂は、機能を十分に発

揮し得る適当な広さを有すること。

4)指定小規模多機能型居宅介.事業所

等の従業者の員数が、当該指定小規模

16人

17人

18人

多機能型居宅介護事業所等が提供する

冒



条例(現行) 条例(改正案)

通いサービスの利用者の数を通いサー

ビスの利用者の数並びに共生型通いサ

ーピスを受ける障害及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指

定地域密型サービス基準条例 83条

若しくは 193条又は指定地域密着型介

護予サービス基1 条例第45条に定

する基準満たしていること。

⑤共生型自立訓'(生活訓,)の利用

者に対して適切なサーピスを提供する

ため、指定自立訓練(生活訓,)事業

所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

(新設)

(準用)

第159条の4 第10条から第12条まで、 14

第5節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

から第19条まで、第21条、第24条、第29

条、第37条、第38条第2項、第39条から第

42条まで、 43条の2、第52条、第59条か

ら第61条まで、第飴条、第70条から第72条

まで、第75条、第76条、 81条、第87条の

2から第92条まで、第94条、 147条第3

項及び第4項、第152 及び前節( 159条

を除く。)の定は、共生型自立訓練(生

活訓,)の事業について準用する

第160条(略)

(指定小規模多機能型居宅介・事業所等に

第6節基準該当障害福祉サービスに関す

る基準

第160条(略)

(指定小規模多機能型居宅介、事業所等に



関する特例)

第160条の2 次に掲げる要件を満たした

指定小規模多機能型居宅介そ事業又は

指定看三小模多機能型居宅介・事業者

が地域において自立訓練(生活訓練)が提

供されていないこと等により自立訓練(生

活訓練)を受ける二とが困難な障害者に対

して指定小規模多機能型居宅介三又は旨

定看護小模多機能型居宅介をのうち通

いサービスを提供する場合は、当該通いサ

ービスを基準該当自立訓練(生活訓練)と、

当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介そ事業所等を基準該当自立訓

練(生活訓練)事業所とみなす。この場合

において、前条の規定は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等については適

用しない。

1)当該指定小規模多機能型居宅介三事業

所等の登録定員(当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所等の登録者の数とこの条

の規定により基準該当自立訓練(生活訓

練)とみなされる通いサービス、第97条の

規定により基準該当生活介、とみなされ

る通いサービス若しくは第巧0条の2の規

定により基準該当自立訓練(機能訓練)と

みなされる通いサービス又は県指定通所

支援基準条例第62条の2の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは県指定通所支援基準条例

第82条において準用する県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当放課後等デイサービスとみなされる通

条例(現行)

関する特仰D

第160条の2 次に掲げる要件を満たした

島定小模多機能型宅 等が二

地域において自立訓練(生活訓練)が提供

されていないこと等により自立訓練(生活

訓練)を受けることが困難な障害者に対し

て指定小規模多機能型居宅介、のうち

通いサービスを提供する場合は、当該通い

サービスを基準該当自立訓練(生活訓練)

と、当該通いサービスを行う指定小規模多

機能型居宅介:事業所等を基準該当自立

訓練(生活訓練)事業所とみなす。二の場

合において、前条の規定は、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等については

適用しない。

条例(改正案)

)当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の登録定員(当該指定小規模多機能型

居宅介.事業所等の登録者の数とこの条

の規定により基準該当自立訓練(生活訓

練)とみなされる通いサービス、第97条の

規定により基準該当生活介そとみなされ

る通いサービス若しくは第巧0条の2の規

定により基準該当自立訓練(機能訓練)と

みなされる通いサービス又は県指定通所

支援基準条例第62条の2の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは県指定通所支援基準条例

第82条において準用する県指定通所支援

基準条例第62条の2の規定により基準該

当放課後等デイサービスとみなされる通



条例(現行)

いサービスを利用するために当該指定小

規模多機能型居宅介を事業所等に登録を

受けた障害者及び障害児の数の合計数の

上限をいう。以下この条において同じ。)

を29人(サテライト型指定小規模多機能型

居宅,事業所又はサテライト型指定看

小規模多型居宅介そ事業所にあつ

ては、 18人)以下とすること。

(2)当該指定小規模多機能型居宅介,事

業所等の通いサービスの利用定員(当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等

の通いサービスの利用者の数とこの条

の規定により基準該当自立訓練(生活訓

練)とみなされる通いサービス、第97条

の規定により基準該当生活介護とみな

される通いサービス若しくは第巧0条の

2の規定により基準該当自立訓練(機能

訓練)とみなされる通いサービス又は県

指定通所支援基準条例第62条の2の規

定により基準該当児童発達支援とみな

される通いサービス若しくは県指定通

所支援基準条例第82条において準用す

る県指定通所支援基準条例第62条の2

の規定により基準該当放課後等デイサ

ービスとみなされる通いサービスを受

ける障害者及び障害児の数の合計数の

1日当たりの上限をいう。以下この号に

おいて同じ。)を登録定員の2分の1か

ら15人(登録定員が25人を超える指定小

規模多機能型居宅介、事業所等にあつ

ては、登録定員に応じて、次の表に定め

る利用定員、サテライト型ヒ定小模多

条例(改正案)

いサービスを利用するために当該指定小

規模多機能型居宅介・事業所等に登録を

受けた障害者及ぴ障害児の数の合計数の

上限をいう。以下この条において同じ。)

を29人(サテライト型指定小模多機能型

居宅介,事業所等にあつては、18人)以下

とすること。

②当該指定小規模多機能型居宅介そ事

業所等の通いサービスの利用定員(当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等の通い

サービスの利用者の数とこの条の規定によ

り基準該当自立訓練(生活訓練)とみなさ

れる通いサービス、第97条の規定により基

準該当生活介、とみなされる通いサービス

若しくは第150条の2の規定により基準該

当自立訓練(機能訓練)とみなされる通い

サービス又は県指定通所支援基準条例第62

条の2の規定により基準該当児童発達支援

とみなされる通いサーピス若しくは県指定

通所支援基準条例第82条において準用する

県指定通所支援基準条例第62条の2の規定

により基準該当放課後等デイサービスとみ

なされる通いサービスを受ける障害者及ぴ

障害児の数の合計数の1日当たりの上限を

いう。以下この号において同じ。)を登録

定員の2分の1から15人(登録定員が25人

を超える指定小規模多機能型居宅介・事業

所等にあつては、登録定員に応じて、次の

表に定める利用定員、サテライト型指定小

模多機能型居宅介二事業所にあつて

は、12人)までの範囲内とすること。

.
一



条例(現行)

機能型居宅介そ事業所又はサテライト

型指定看,小模多機能型居宅介、事

業所にあつては、12人)までの範囲内と

すること。

(表略)

③(略)

④(略)

する。)は、一体的に事業を行う多機能型

事業所の利用定員数の合計が20人未満で

ある場合は、第80条第6項、第143条第6項

第10章~第15章(略)

第16章多機能型に関する特例

(従業者の員数等に関する特例)

第202条多機能型による指定生活介護事業

所、指定自立訓練(機能訓練)事業所、指定

自立訓練(生活訓練)事業所、指定就労移行

支援事業所、指定就労継続支援A型事業所

及び指定就労継続支援B型事業所(指定就

労継続支援B型事業者が指定就労継続支援

B型の事業を行う事業所をいう。)並びに指

定児童発達支援事業所(県指定通所支援基

条例(改正案)

(表略)

③(略)

(4)(略)

第10章~第15章(略)

第16章多機能型に関する特例

(従業者の員数等に関する特例)

第202条多機能型による指定生活介護事業

所、指定自立訓練(機能訓練)事業所、指定

自立訓練(生活訓練)事業所、指定就労移行

支援事業所、指定就労継続支援A型事業所

及び指定就労継続支援B型事業所(指定就

労継続支援B型事業者が指定就労継続支援

B型の事業を行う事業所をいう。)並ぴに指

定児童発達支援事業所、指定医療型児童発

達支援事業所(県指定通所支援基準条例第

64条第1項に規定する指定医療型児童発達

支援事業所をいう。次項において同じ。)

及び指定放課後等デイサービス事業所(以

下「多機能型事業所」と総称する。)ほ、

体的に事業を行う多機能型事業所の利用

定員数の合計が20人未満である場合は、第

80条第6項、第143条第6項及び第7項、第153

条第6項、第163条第4項及び第5項並びに第

174条第4項(第187条において準用する場

合を含む。)の規定にかかわらず、当該多

機能型事業所に置くべき従業者(医師及び

サービス管理責任者を除く。)のうち、1人

準条例第6条第1項に規定する指定児童発

達支援事業所をいう。次項において同

じ。)、指定医療型児童発達支援事業所(県

指定通所支援基準条例第64条第1項に規定

する指定医療型児童発達支援事業所をい

う。次項において同じ。)及び指定放課後

等デイサービス事業所(県指定通所支援基

準条例第74条第1項に規定する指定放課後

等デイサービス事業所をいう次項におい

て同じ。 X以下「多機能型事業所」と総称



条例(現行)

及び第7項、第巧3条第6項、第163条第4項

及び第5項並びに第174条第4項(第187条に

おいて準用する場合を含む。)の規定にか

かわらず、当該多機能型事業所に置くべき

従業者(医師及びサービス管理責任者を除

<。)のうち、1人以上の者を常勤でなけれ

ぱならないとすることができる。

2 多機能型事業所(指定児童発達支援事業

所、指定医療型児童発達支援事業所及び指

定放課後等デイサービス事業所を多機能

型として一体的に行うものを除く。以下二

の条において同じ。)は、第80条第1項第3

号及び第7項、第143条第1項第2号及び第8

項、第巧3条第1項第3号及び第7項、第163

条第1項第3号及び第6項並びに第174条第1

項第2号及び第5項(同号及び同項の規定を

第187条において準用する場合を含む。)の

規定にかかわらず、一体的に事業を行う多

機能型事業所のうち厚生労働大臣が定め

るものをーの事業所であるとみなして、当

該一の事業所とみなされた事業所に置く

べきサービス管理責任者の数を、次の各号

に掲げる当該多機能型事業所の利用者の

数の合計の区分に応じ、当該各号に定める

数とし、この項の規定により置くべきもの

とされるサービス管理責任者のうち、1

以上は、常勤でなけれぱならないとする

とができる。

(1)利用者の数の合計が60以下 1以上

②利用者の数の合計が61以上 1に、利用

者の数の合計が60を超えて40又はその端

数を増すごとに1を加えて得た数以上

条例(改正案)

以上の者を常勤でなけれぱならないとす

ることができる。

2 多機能型事業所(指定児童発達支援事業

所、指定医療型児童発達支援事業所及ぴ指

定放課後等デイサービス事業所を多機能

型として一体的に行うものを除く。以下こ

の条において同じ。)は、第80条第1項第3

号及び第7項、第143条第1項第2号及ぴ第8

項、第153条第1項第3号及び第7項、第163

条第1項第3号及び第6項並びに第174条第1

項第2号及び第5項(同号及び同項の規定を

第187条において準用する場合を含む。)の

規定にかかわらず、一体的に事業を行う多

機能型事業所のうち厚生労働大臣が定め

るものをーの事業所であるとみなして、当

該一の事業所とみなされた事業所に置く

べきサービス管理責任者の数を、次の各号

に掲げる当該多機能型事業所の利用者の

数の合計の区分に応じ、当該各号に定める

数とし、この項の規定により置くべきもの

とされるサービス管理責任者のうち、1

以上は、常勤でなければならないとする

とができる。

)利用者の数の合計が60以下 1以上

)利用者の数の合計が61以上 11こ、利用

者の数の合計が60を超えて40又はその端

数を増すごとに1を加えて得た数以上



第203条(略)

条例(現行)

第17章~第19章(略)

附則(略)

第2船条(略)

条例(改正案)

第17章~第19章(略)

附則(略)

(施行期日)

二の条例は、公布の日から施行する

(経過措置)

2 改正後の。指定障害福祉サービス

の事業の人員、設備及び運営にする

基;等を定める条例の規定は、この条例

の施行の日以'に指定を受ける共生型居

宅介三、共生型重度訪問介モ、共生型生

j :、共生型短期入所、共生型自立訓

練(機能訓練)又は共生型自立訓練(生

祉サービス事業の基準については、な

お従前の例による。

活訓練)の指定障害福祉サービス事業者

の基準について適用し、同日前に指定を

受けた共生型居宅介三、共生型重度訪占

介:、共生型生活介三、共生型短期入

所、共生型自立訓練(機能訓)又は共

生型自立訓練(生活訓練)の指定障害福


